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近年、松江市内の通学路等において、路側帯のカラー舗装により通行車両に注意喚起し、歩行空間を確保
する道路を頻度高く目にするようになった。筆者が住む古志原地区においても、古志原小学校周辺の道路の
一部で路側帯がカラー舗装されており、また、先頃、古志原小学校の 2 箇所の校門前に整備されている横断
歩道がスムーズ横断歩道として整備され、自動車の通行速度の低減が図られている。そこで、本報告は、生
活道路における交通安全対策のこれまでを振り返り、その現状について、改めて再認識を試みるものである。 

  

 

 

1 交通事故の現状 

1.1 交通事故発生件数は減少・横ばい傾向 
 島根県・松江市の交通事故発生件数は、令和 2
年までは減少傾向にあり、その後は横ばい傾向にあ
る。また、交通事故による死者数は、増減を繰り返
しながらも、減少傾向にある。交通事故発生件数・
死者数ともに減少傾向にあるが、依然として交通事
故・交通事故による死者が発生している。（図 1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓交通年鑑 令和 4 年版（島根県警察本部） 

図１ 交通事故発生件数・死者数の推移（島根県・松江市） 
 
1.2 歩行者等の事故は死亡事故に繋がりやすい 
 島根県における交通事故発生件数と死者数をみ
ると、歩行者・自転車の交通事故は交通事故発生件
数の約 3 割であるが、交通事故による死者数は約 4
割であり、歩行者・自転車の交通事故は死亡事故に
繋がりやすい傾向にある。（図 2） 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓交通年鑑 令和 4 年版（島根県警察本部） 

図 2 交通事故発生件数・死者数（令和 4 年／島根県） 
 
1.3 人口に対し 19 歳以下の死傷者の割合が高い 
 島根県における人口と歩行者・自転車の交通事故
による死傷者の割合を年齢階級別にみると、人口割
合に対して、児童・生徒を含む 19 歳以下の死傷者
の割合が高い傾向にある。（図 3） 
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出典︓交通年鑑 令和 4 年版（島根県警察本部） 
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（令
和 5 年 1 月 1 日現在）（総務省） 

図 3 人口・死傷者（歩行者・自転車）の年齢階級別割合 
（令和 4 年／島根県） 
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1.4 子供の死亡事故は日常生活圏で発生 
全国における子供（幼児・小学生・中学生）の歩

行中の交通事故による死者数の約 7 割が自宅から
500m 以内の日常生活圏で発生している。（図 4） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓交通統計 令和 3 年版（交通事故総合分析センター） 

図 4 歩行者（子供）の自宅からの距離別死者数（令和 3 年／全国） 
 
1.5 幅員の狭い道路で死傷事故が増加 
 全国における状態別の交通事故による歩行者・自
転車の死傷者数をみると、車道幅員 5.5ｍ未満の道
路における死傷者の割合は、車道幅員 5.5ｍ以上の
道路の死傷者の割合の約 1.8 倍であり、幅員の狭い
道路では、歩行者や自転車が死傷する事故の割合が
高い傾向にある。（図 5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓警視庁交通局 資料（令和 5 年 5 月） 

図 5 幅員別・状態別死傷者数（令和 4 年／全国） 
 
1.6 車が 30 ㎞/h を超えると致死率が急上昇 
 平成 29 年から令和 3 年までに、全国の車道幅員
5.5ｍ未満の道路の単路で発生した人対車両事故に
おける、自動車等（自動車・自動二輪・原動機付自
転車）の速度と歩行者の致死率（死傷者数に対する
死者数の割合）をみると、自動車等の速度が 30 ㎞

/h を超えると、歩行者の致死率が急激に上昇する
傾向にある。（図 6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓国土交通省ホームページ 

 
 

2 我が国の生活道路の交通安全対策 

2.1 公安委員会によるゾーン対策 
 我が国では、昭和 30 年代において、自動車の急
激な増加に伴い、交通事故も増加した。全国の交通
事故による死者数は、昭和 30 年の 6,379 人から昭
和 40 年には 12,484 人に増加し、昭和 45 年には
交通事故による死者数が統計上最多となる16,765
人となった。このような背景のなか、国は昭和 45
年に交通安全対策基本法を制定し、警察庁は昭和
47 年にスクールゾーン、昭和 49 年に生活ゾーン、
昭和 63 年にシルバーゾーンを導入している。 
 
(1) スクールゾーン（昭和 47 年〜／警察庁） 
 〜学校周辺で子供が通学する場所の安全対策〜 
 スクールゾーンは、小学校区ごとに子供が徒歩で
通学できる概ね半径 500ｍの範囲に設定され、歩
道や路側帯の設置が促進されながら、一方通行や最
高速度規制などの交通規制が強化されている。 
 
(2) 生活ゾーン（昭和 49 年〜／警察庁） 

〜住宅地・商店街等の生活の場の安全対策〜 
 生活ゾーンは、住宅地、商店街、その他日常生活
が営まれる地域の安全を確保することを目的とし
て、概ね 1ｋ㎡の範囲で設定されている。路側帯の
設置、通行止めや一時停止等の交通規制に加え、駐
車禁止規制が強化されている。 
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図 6 自動車等の速度と歩行者の致死率 
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(3) シルバーゾーン（昭和 63 年〜／警察庁） 
〜高齢者の通行が多い場所の安全対策〜 

 シルバーゾーンは、高齢者福祉施設や高齢者の利
用頻度の高い施設等の周辺地域に設定され、一方通
行や最高速度規制などの交通規制が実施されてい
る。また、高齢者の安全な通行を確保するために、
視覚障害者用付加装置付信号機などの整備が進め
られている。 
 
2.2 コミュニティ道路の整備 
 昭和 50 年に創設された居住環境整備事業（平成
8 年に他事業と整理統合）により、既成の市街地等
への通過交通の排除等、居住環境の改善が図られる
と、交通事故は減少を続け、昭和 45 年では 16,765
人であった全国の交通事故による死者数は、昭和
54 年には 8,466 人までに減少した。 
 このようななか、生活道路における通過交通の排
除など、快適な生活環境の創造をもたらすことを目
的として、自動車の速度を抑制する措置を講じ、交
通事故を防止し、歩行者にとって安全かつ安心な通
行空間とした道路として、コミュニティ道路の整備
が昭和 56 年から補助事業の対象とされている。さ
らに、コミュニティ道路の面的な整備をねらい、昭
和 59 年に住区総合交通安全モデル事業（ロードピ
ア事業）が創設されている。 
 
2.3 コミュニティ・ゾーン形成事業 

（平成 8 年〜／国土交通省・警察庁） 
 昭和 54 年以降、交通事故が再び増加に転じ、昭
和54年では8,466人であった全国の交通事故によ
る死者数は、平成 4 年には 11,451 人までに増加し
た。 
 このようななか、平成 8 年に「道路標識、区画
線及び道路標示に関する命令」（標識令）が改正さ
れ、標識に背板を設置して、補助標識により、ゾー
ン規制を行う区域の始点、区域内、終点を示して区
域を指定することが可能となった。この改正に合わ
せて、コミュニティ・ゾーン形成事業が平成 8 年
に創設された。 
 コミュニティ・ゾーン形成事業は、公安委員会に
よるゾーン規制等とあわせて、道路管理者によるコ

ミュニティ道路等の面的整備
を実施する交通安全事業で、
住宅地や商店街などの日常生
活圏や小学校区等、地区とし
てまとまりのある、概ね 25ha
〜30ha の範囲の地域で、原則
として最高速度 30 ㎞/h のゾ
ーン規制等を実施するものである。大型車の通行禁
止や一方通行等の交通規制と、ハンプ、シケイン等
の物理的デバイスの設置による道路整備を組み合
わせた対策が推進されている。 
 
2.4 道路構造令改正（平成 13 年） 
 〜歩車共存道路の位置づけ〜 
 コミュニティ・ゾーン形成事業による道路構造物
の物理的工夫による速度抑制が進められると、新し
い交通安全対策ツールとして、ハンプ、狭さく等の
物理的デバイスが交通安全施設として認知される
ようになった。 
 このようななか、平成 13 年に道路構造令が改正
されて道路構造令に歩車共存道路が位置づけられ、
道路構造令第 31 条の 2 において、「歩車共存道路
では、歩行者等にとって安全かつ安心な通行空間を
確保するために、必要に応じて自動車の速度を抑制
する凸部、狭窄部又は屈曲部を設ける」こととされ
た。 
 
2.5 あんしん歩行エリアの整備 

（平成 15 年〜／国土交通省・警察庁） 
生活道路において人優先の考えのもと、面的かつ

総合的な交通事故対策を集中的に実施することを
目的に、警察庁と国土交通省が合同で、交通事故の
死傷事故の発生割合が高く、緊急に歩行者・自転車
の安全対策が必要な地区を「あんしん歩行エリア」
として指定し、都道府県公安委員会と道路管理者が
連携して、交通規制と道路環境整備を組み合わせた
面的かつ総合的な事故対策を推進している。 
 
2.6 交通規制基準の改正（平成 21 年） 
 〜生活道路の規制速度は原則 30 ㎞/h〜 

警察庁では、平成 21 年に最高速度規制に係る交

速度規制標識 



通規制基準の見直しを行い、生活道路については、
「歩行者・車両の通行実態や交通事故の発生状況を
勘案しつつ、住民、地方公共団体、道路管理者など
の意見を十分に踏まえて、速度を抑えるべき道路を
選定し、このような道路の最高速度は原則として
30 ㎞/h とする」ことを定めている。 
 

3 近年の生活道路の交通安全対策 

3.1 これまでの生活道路の交通安全対策の課題 
 生活道路の交通安全対策として、コミュニティ・
ゾーン形成事業やあんしん歩行エリアの整備等に
より、面的な対策が推進されてきた。 
 コミュニティ・ゾーン形成事業では、概ね 25ha
〜30ha の範囲において、交通規制と道路整備を組
み合わせた対策を推進してきたが、ゾーンの面積基
準が広く、ゾーンの設定が困難であるとともに、必
須とされた道路整備に係る予算措置が困難なこと
から、全国的な普及に至らなかった。 
 また、安心歩行エリアの整備については、指定し
たエリアについて、交通事故件数、死傷事故件数と
もに抑止効果がみられたが、指定基準が人口集中地
区（DID 地区）における歩行者・自転車の死傷事
故発生密度が高い地区とされており、人優先の思想
のもと歩行空間を優先的に確保する取り組みの広
がりは不十分であった。 
 さらに、住民の合意が得られないことや財政的制
約から、一方通行規制の実施やハンプ等の設置が困
難な場合もあり、このような場合には生活道路の交
通安全対策を実施できないという状況もみられた。 
 このように、生活道路対策を個別の道路の区間に
実施するのではなく、道路網を面的に捉えて実施す
るゾーン対策が有効とされ、生活道路対策として交
通規制とハンプ等の物理的デバイスの設置を組み
合わせた対策が推進されてきたが、全国的に普及し
てきたとはいえない状況にあった。 
 
3.2 「ゾーン 30」「ゾーン 30 プラス」 
(1) 生活道路対策としての「ゾーン 30」 

（平成 23 年〜／国土交通省・警視庁） 
ゾーン 30 は、生活道路における歩行者等の安全

な通行を確保することを目的として、区域（ゾーン）
を定めて最高速度 30 ㎞/h の速度規制を実施する
とともに、その他の安全対策を必要に応じて組み合
わせ、ゾーン内における速度の抑制や抜け道として
通行する車両の抑制等を図る生活道路対策である。
必須条件を「最高速度 30 ㎞/h の区域規制」とし、
歩行者等の通行が優先され、通過交通が限りなく抑
制されるべき地区で、地域住民の合意が得られる地
区を面積や人口密度、事故発生密度に係わりなく、
柔軟に「ゾーン 30」として設定される。（図 7） 

「ゾーン 30」については、最高速度 30 ㎞/h の
区域規制のみを必須とし、場所に応じて安全対策を
実施することとした結果、全国的に整備が進むとと
もに、一定の交通事故防止効果及びゾーン内におけ
る自動車の通過交通速度の抑止効果が認められて
いる。 
 

 出典︓ゾーン 30 について（通達） 
（平成 23 年 9 月 20 日／警視庁交通局長通達） 

 
(2) ゾーン 30 プラス 

（令和 3 年〜／国土交通省・警視庁） 
ゾーン 30 プラスとは、生活道路における人優先

の安全・安心な通行空間の整備の更なる推進を図る
ため、最高速度 30 ㎞/h の区域規制の他、交通実態
に応じて区域内における大型通行禁止、一方通行等
の各種交通規制を実施するとともに、狭さくやスラ
ローム等の物理的デバイスの適切な組合せにより
交通安全の向上を図る区域で、警察と道路管理者が
連携して全国的に整備が進められている。（図 7） 

(1)ゾーンの設定手順 
①市街地等から２車線以上の幹線道路、河川、

鉄道等の物理的な境界で区画された場所をブ
ロックとして選定 

②ブロック内の 1 車線道路のうち、住民が日常
生活で利用する道路を生活道路に選定 

③生活道路が集積している区域を対象にゾーン
を設定 

(2)対策内容 
①最高速度 30km/h の区域規制 
②路側帯の設置・拡幅と車道中央線の抹消 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 「ソーン 30 プラス」における主な対策内容 
 
(3) 主な対策内容 
 ゾーン内における走行速度の抑制と通過交通の
抑制・排除を対策のポイントとして、最高速度 30
㎞/h の区域規制のほか、場所に応じて、地域住民
の意見、道路管理者と連携し、路面表示の設置や通
行禁止・一方通行などの交通規制、ハンプや狭さく
等の物理的デバイスの設置など、選択的に対策が実
施されている。 
 
a. ゾーン入口の明確化対策 
 標識・路面表示の設置により、ドライバーに対し、
ゾーンの入り口を明示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

b. 物理的デバイスの設置 
 ハンプ等の設置により速度を抑制する。 
 
 
 
 
 
 
 
c. 交通規制の実施 
 通行禁止等の交通規制の実施により通過交通を
抑制・排除する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
d. 路側帯の設置・拡幅と中央線の抹消 
 路側帯の設置・拡幅と中央線抹消により速度を抑
制する。 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 島根県での整備状況 
 「ゾーン 30」については、島根県内では 17 区
域設置されており、松江市内では 6 区域設置され
ている。（令和 4 年度末）そのうち、「学園一丁目
地区」において、「ゾーン 30 プラス」が進められ
ている。 
 

表 1 島根県内の設置状況 
松江市 6 区域 大田市 1 区域 
安来市 2 区域 浜田市 1 区域 
出雲市 5 区域 益田市 2 区域 

区域規制標識 
（公安委員会） 

路面表示（法定外） 
（公安委員会又は道路管理者） 

ハンプ 
（道路管理者） 

狭さく 
（道路管理者） 

大型通行禁止等 
（公安委員会） 

横断歩道 
（公安委員会） 

路側帯の設置・拡幅と中央線の抹消 
（公安委員会又は道路管理者） 



(5)学園一丁目地区の概要 
 母衣小学校周辺の区域にゾーンが設定された学
園一丁目地区では、「ゾーン 30 プラス」が進めら
れており、主な対策として、警察（松江警察署）に
よる最高速度、大型貨物車等の指定方向外進行禁止
規制と、道路管理者（松江市）によるスムーズ横断
歩道、狭さく、カラー舗装の整備が実施されるとと
もに、地域（城東公民館、地域住民等）による登下
校時の見守り活動が実施されている。 
 川口児童公園南側の市道は母衣小学校の通学路
となっているが、くにびき道路と学園通りをほぼ直
線で結び、スピードを出して通り抜けようとする車
があることから、車から見やすくして速度を抑える
スムーズ横断歩道が山陰両県で初めて設置されて
いる。（図 8） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 ゾーン 30 プラス（学園一丁目地区） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.3 通学路の交通安全対策 
(1) 通学路の整備（昭和 41 年〜） 
 通学路については、「交通安全施設等整備事業の
推進に関する法律」（昭和 41 年）にもとづき、国
家公安委員会及び国土交通大臣が、児童又は幼児が
小学校もしくは幼稚園、幼保連携型認定こども園又
は保育所（小学校等）に通うため 1 日につき概ね
40 人以上通行する道路の区間のほか、児童又は幼
児が小学校等に通うため通行する道路の区間で、小
学校等の敷地の出入口から 1 ㎞以内の区域に存し、
かつ、児童又は幼児の通行の安全を特に確保する必
要があるものを指定している。都道府県公安委員会
及び各道路管理者が連携して、通学路における歩道
等の整備に加えて、歩行者の安全確保のための防護
柵設置、道路端のカラー舗装などの簡易な方法によ
る整備を実施している。 
 
(2) 緊急合同点検（全国一斉点検）（平成 24 年） 

平成 24 年 4 月に京都府亀岡市で発生した、登校
中の児童等の列に自動車が突入する事故をはじめ、
同年 4 月に千葉県館山市と愛知県岡崎市で、同年 5
月に愛知県小牧市で登下校中の児童等が死傷する
交通事故が連続して発生したことを受けて、同年 5
月に国（国土交通省・文部科学省・警察庁）からの
緊急合同点検（全国一斉点検）の取り組みの要請が
あり、学校、PTA による危険個所の抽出を経て、
同年 8 月に道路管理者、学校・教育委員会、警察、
PTA 等による通学路の緊急合同点検が全国約
20,000 校の小学校において実施された。 
 この緊急合同点検により、対策必要箇所が約
75,000 箇所抽出され、同年 11 月に対策案が策定
された。その後、地元との調整を踏まえて、同年度
から順次対策が実施され、合同点検の実施など継続
的な取組が推進されている。 
 
(3) 通学路交通安全プログラム（平成 25 年〜） 
 平成 25 年 12 月６日に、国（文部科学省、国土
交通省、警察庁）からの「通学路の安全の確保に向
けた着実かつ効果的な取組の推進」の通知により、
全国の市町村ごとに通学路交通安全プログラムの
策定が求められた。 
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ゾーン 30 プラス看板・路面表示 
交差点カラー舗装 

ゾーン３０プラス 

② 

スムーズ横断歩道 交差点カラー舗装 



 これを受けて、松江市においても、平成 26 年 8
月に計画的な対策の実施を定めた「松江市通学路交
通安全プログラム」が策定され、定期的な合同点検、
対策立案・実施、及び効果把握等による対策の改
善・充実を PDCA サイクルとして繰り返し実施す
ることにより、児童生徒が安全に通学できるよう、
通学路の安全確保が図られている。 
 
(4) 未就学児等の交通安全緊急対策（令和 1 年〜） 

令和 1 年 4 月 19 日に東京都豊島区で発生した暴
走した乗用車による親子の交通死亡事故、同年 5
月 8 日に滋賀県大津市で発生した集団で歩道を通
行中の園児らが死傷する交通死亡事故など、子供が
犠牲となる事故、高齢運転者による事故が相次いで
発生した。これを受けて、同年 5 月 21 日に「昨今
の事故情勢を踏まえた交通安全対策に関する関係
閣僚会議」が開催され、「未就学児等及び高齢運転
者の交通安全緊急対策」が取りまとめられ、未就学
児を中心に子どもたちが日常的に集団で移動する
経路等の交通安全を確保するため、幼稚園、保育所、
認定こども園等のほか、道路管理者、警察署の連
携・協力により、子どもたちが日常的に移動する経
路等の緊急安全点検が同年 9 月末までに実施され、
点検結果を受けて、対策案が同年 10 月末までに立
案されて順次対策が実施され、合同点検の実施など
継続的な取組が推進されている。 
 松江市においても、幼稚園、保育所、認定こども
園等の施設から危険改善要望があり、現地で合同点
検等を実施した結果、市内 74 箇所で交通安全対策
が必要とされている。(令和 4 年 3 月末時点) 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4 道路交通法施行令の一部を改正する政令 
 これまで、生活道路における交通安全対策として、
最高速度を 30 ㎞/h に規制する「ゾーン 30」など

の取り組みが実施されているが、他の道路と比較し
て歩行者や自転車が事故に巻き込まれる割合は依
然として高い状況にある。（図 5） 

一方で、道路交通法施行令（昭和 35 年）により、
一般道路を通行する場合の自動車の最高速度（法定
速度）は 60 ㎞/h であり、そのうち、都道府県公安
委員会が定めて標識などで示す「指定速度」がある
区間は一般道路の約 2 割である。一般道路の約 8
割は指定速度がなく、狭い道路、歩行者が多い道路
でも 60 ㎞/h までの走行が可能である。令和 3 年 6
月に千葉県八街市で発生した飲酒運転のトラック
による児童の死傷事故の現場も指定速度のない道
路であった。 

このような背景を踏まえて、交通実態に合わせ、
住民が徒歩や自転車で利用したり学校に近い道路
について、より安全な交通環境を確保するため、一
般道路の法定速度を 60 ㎞/h から 30 ㎞/ｈに引き
下げる道路交通法施行令の改正が令和 6 年 7 月 23
日に閣議決定されており、令和 8 年 9 月 1 日から
施行される。具体的には、中央線や中央分離帯、中
央を分離する工作物等（ポール等）や複数車線が設
置されていない道路で、幅員 5.5ｍ未満の道路を主
な対象として法定速度を 30 ㎞/h とし、中央線など
が設置されている道路の法定速度は引き続き 60 ㎞
/h に維持し、既に速度規制標識が設置されている
道路はこれまで通り標識の速度を最高速度とされ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4 生活道路の交通安全対策の一事例紹介 

 筆者が住む古志原地区のうち、古志原小学校周辺
の道路の一部で実施されている交通安全対策につ
いて紹介する。（図 9） 

転落防止柵・車止め設置（松江市内 稲荷橋付近）（保育所要望） 
（歩道から川への転落防止、歩道への車両の乗り入れ防止） 

現行の道路交通法で最高速
度 60 ㎞/h の一般道路（例） 

道路交通法改正で法定速度
60 ㎞/h が維持される道路 

（イメージ） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 生活道路の交通安全対策の一事例（古志原小学校周辺） 
 
4.1 スムーズ横断歩道 
 古志原小学校北側道路（小学校校門前）のスムー
ズ横断歩道（図 9 ①）については、松江市通学路
交通安全プログラムにもとづく令和 3 年度通学路
交通安全点検による対策箇所である。くぼみがあり、
雨が降ると水が溜まるため通りにくいことから、令
和 5 年度に道路を盛り上げたハンプ（スムーズ横
断歩道）が設置されている。 
 なお、同時期に、古志原幼稚園西側道路（小学校
校門前）においても、同様のハンプ（スムーズ横断
歩道）が設置されている。（図 9 ②） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2 歩道新設・カラー舗装（路側帯） 
 古志原幼稚園西側道路については、公民館ワーク
ショップ及び通学路安全点検により、歩道がなく非
常に危険な通学路として、道路の拡幅による歩道の
新設及び横断歩道前後におけるカラー舗装が希望
され、「第 5 次松江市歩道整備計画」（平成 30 年 3 月／

松江市）において計画路線（実施可能な路線から順次整

備）に位置づけられている。また、松江市通学路交通
安全プログラムにもとづく令和 2 年度及び令和 4
年度通学路交通安全点検において、通学児童数が多
く、2 列で歩いているが、道幅が狭く、車道と近接
しており、車両がスピードを上げて通るため、車と
のすれ違いに危険があるとされたことから、令和 5
年度に歩道が設置されている。 
 
 
 

古志原公民館 

松江工高学生寮 

カラー舗装 
（路側帯） 

スムーズ横断歩道（①） 

スムーズ横断歩道（②） 

歩道新設 

古志原幼稚園 

スムーズ横断歩道（古志原小学校北側道路／小学校校門前） 遠景 

スムーズ横断歩道（古志原小学校北側道路／小学校校門前） 近景 

スムーズ横断歩道（古志原幼稚園西側道路／小学校校門前） 
（「段差あり」の路面表示と「路面凹凸あり」の警戒標識） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5 交通安全への願い 

5.1 道路の日本史の概要 
 日本における道路についての最初の文書記録は、
「魏書東夷伝」（通称「魏志倭人伝」）に、「道路は
禽鹿の径の如し」と記されている。「魏書東夷伝」
が書かれた三世紀の日本の道路は、まるで手つかず
の自然に近いけもの道の様であったことが伺える。 
 その後、奈良時代に設けられた駅馬の制度や、徳
川家康による五街道の整備などを経て、明治維新に
至るが、日本はそれまで徒歩交通が主体であり、道
路は西欧で革新を遂げていた馬車交通に耐えるよ
うな構造を持っていなかった。一例として、大正 9
年（1920 年）の「函館日日新聞」では、「昨日も
馬が一匹埋まってしまったが幸い首が出ていた為、
引揚げて半死半生で助かった。」「生徒は、泥の為足
袋を吸い取られ、マゴマゴしていると、体も埋まっ
てしまう泥の中に立ち往生して」と報じている様に、

当時の全国の道路の実情はあまりに劣悪であった。 
 日本には明治 31 年（1898 年）頃から自動車が
輸入されはじめ、道路法が成立した大正 8 年（1919
年）には全国の自動車台数は約 5,000 台に達して
いた。道路法の制定に伴ってその施行細則として翌
年の大正 9 年（1920 年）に定められた「道路構造
令」において、道路構造の設計にあたって初めて自
動車交通が基準として考慮され、第二次世界大戦後、
昭和 33 年と昭和 45 年の道路構造令の改正で、戦
後日本の道路が形づけられた。戦後日本において、
道路整備の第一の使命は貧しさからの脱却であっ
た。生産への寄与を最優先とし、自動車が通りやす
い道路にするための改修が行われ、歩く人のことは
ほとんど無視されてきた。戦後の急激な自動車台数
の増加は、当然のように交通事故の増大を招いた。 
 
5.2 運転技能・交通マナー等の再考 
 JAF（一般社団法人日本自動車連盟）は「信号機
のない横断歩道」における歩行者優先についての実
態調査を全国で実施している。調査は、信号機が設
置されていない横断歩道を通過する車両を対象に
実施した結果、歩行者が渡ろうとしている場面で一
時停止した車は 45.1％で増加傾向にあるが、依然
として約半数のクルマが止まらない結果となって
いる。（図 10） 
 生活道路の交通安全については、道路構造の工夫
や交通規制の強化により対策されてきているが、歩
行者等の交通弱者を優先し、思いやりのある安全な
交通社会を実現するためには、あわせて、運転技能
や交通マナー等の再考を、ドライバーの一人ひとり
にきめ細かく促す交通安全教育等の一層の充実も
必要と感じる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 信号機のない横断歩道における車の一時停止率（全国平均） 

新設歩道（古志原幼稚園西側道路） 

カラー舗装（古志原幼稚園西側道路／路側帯） 
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